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日商エレクトロニクス株式会社との業務提携に関するお知らせ 
 

当社は、平成 18 年８月 24 日開催の取締役会において、日商エレクトロニクス株式会社（以下、

「日商エレ」）との業務提携に関し、下記のとおり決議いたしましたので、お知らせいたします。 

記 

 
１．業務提携の目的 

当社と日商エレは、両社の事業拡大を目的に、本日付で業務提携契約を締結することとし、人的

交流も含め、両社の事業機会の拡大および顧客満足度のさらなる向上に努め、収益の一層の伸長を

目指します。なお、既報のとおり、日商エレの代表取締役専務執行役員 福田敬氏が、8 月 28 日

付で当社の取締役に就任予定です。また、今回の業務提携の実効性を高めるため、日商エレは、新

たに当社に出資することとし、本日払込手続きが完了いたしました。（平成 18 年 8 月 2 日公表の

『第三者割当による新株式発行及び業務提携に関するお知らせ』をご参照下さい。） 

日商エレはエンタープライズソリューション事業において付加価値を高めるために、機器販売や

パッケージ販売のみならず、システム設計・開発を含めたプラットフォームシステム基盤の事業構

築とシステム全体の保守・運用の獲得を目指しています。一方、当社は Linux をはじめとするオ

ープンソースソフトウェアを使ったプラットフォームシステム基盤構築事業、Java を使った Web

アプリケーションシステム開発事業等を行っており、日商エレとの協業促進により当該事業の拡大

を目指します。 

今回の業務提携において、当社はシステムコンサルティングからシステム設計・開発を含めた事

業構築に協力することにより日商エレの事業拡大を促進し、日商エレはグループ会社や海外拠点を

含めた協業パートナとして当社の事業拡大に協力します。 

 

 

 



２．業務提携の内容 

 （1）オープンソースソフトウェア並びにプラットフォームシステム基盤構築ビジネスでの協業 

両社は、オープンソースソフトウェアビジネスの拡大促進と、プラットフォームシステム基

盤構築ビジネスの受注増加を目指します。日商エレは既存顧客基盤の拡大強化に務め、当社の

販売拡大に貢献します。一方、当社は日商エレの顧客基盤に対し、Linux、Java の技術コンサ

ルティングや導入支援サービスを通じて蓄積したオープンソースソフトウェアの技術・ノウハ

ウと業務アプリケーション開発力の提供により、日商エレの事業サービス拡大に貢献します。 

  （2）LifeKeeper(注 1)の販売ビジネスでの協業 

   日商エレは LifeKeeper を使ったプラットフォームシステム基盤構築ビジネスを拡大し、当

社は市場ニーズに適合した商品開発と共にその導入に協力します。 

 （3）海外ビジネスでの協業 

   日商エレは、当社製品の販売において海外ネットワークの活用を図ります。また、当社はエ

ンジニアの技術力、ソフトウェア製品の組み合わせによるソリューション開発力などを提供し

ます。 

 （4）新規ビジネスでの協業 

   両社は協力して新規ビジネスの構築に努め、日商エレは新規市場ならびに顧客開拓を、当社

は新規商品開発を行います。 

(注 1) 情報システムの障害時に待機用システムへの自動切り替えを行い、システムダウンのリ

スクを回避するソフトウェア 
 

３．日商エレクトロニクス株式会社の概要（平成 18 年３月 31 日現在） 
（１）名称 

日商エレクトロニクス株式会社 
 （２）主な事業内容 

 情報通信関連設備をはじめとする国内外の最先端技術商品の販売ならびにそのシステ

ム構築から運用、アフターサポートまでの一貫したソリューションの提供および関連す

るサービス（受託・賃貸・保守等）の提供  
（３）設立年月日 

   1969 年 2 月 24 日 
 （４）本社所在地 
   東京都中央区築地７－3－1 
 （５）代表者 
   代表取締役社長  辻 孝夫 
 （６）資本の額 
   143 億 3,687 万 5,000 円 
 



 （７）売上高（連結） 
   64,365 百万円（平成 18 年 3 月期） 
（８）従業員数 

   918 名（連結） 
 
（９）大株主構成及び持ち株比率 
  大株主（上位 10 名） 

株  主  名 持株数(千株) 議決権比率(％) 
双日株式会社 10,104  35.39   

住友商事株式会社 5,762  20.18   

日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社 1,138  3.98   

双日米国会社 860  3.01   

三井アセット信託銀行株式会社 743  2.60   

エイチエスビーシーファンドサービスジェイツー 598  2.09   

ソシエテジェネラルバンクアンドトラスト 555  1.94   

アントレピアソリューションズインク 500  1.75   

アンリツ株式会社 500  1.75   

エスエヌエフイーマックジャパンアクティブシェア

ホルダーファンドエルピー 
438  1.53   

 
４．日程 
 平成 18 年８月 24 日 取締役会 
 平成 18 年８月 24 日 業務提携契約書締結 
 
５．今後の見通し 

 今回の業務提携が今後の業績に与える影響については、両社間で協業ビジネスの具体的施策の内

容を確定し、その進捗状況により当社の業績に与える影響が確定次第、改めてお知らせいたします。 

 
なお、当社は 11 月 6 日付けで商号を「サイオステクノロジー株式会社」に変更いたします。 

 
以上 


